別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：都市計画総務費
	事業名:特定基盤整備推進交付金（下水道）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　都市建築部　下水道課　事業担当　電話番号：058-272-1111（内3155）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11663@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：72,010千円（前年度予算額：101,362千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　下水道の普及推進を目的に、市町村が実施する公共下水道事業に係る起債の一部に対し利子を含めて交付する。
（１）公共下水道

市街地における下水を排除し、又は処理するために地方公共団体が管理する下水

終末処理場　　　　　　　　　道で終末処理場を有するもの、又は流域下水道に接続するもの。　

（２）汚水処理施設整備交付金（公共・特環に含む）

　　　地域再生計画に基づき、生活環境の整備等に活用されるもの。

（３）特定環境保全公共下水道

　　　農山漁村の中心集落、都市計画区域内の市街化調整区域において実施されるもの。
	２　所要経費


　特定基盤整備推進交付金（下記①＋②）
1 (国庫補助対象事業費－国庫補助相当額)×1/40×(１－交付額算入率)

2  ①に対する利子相当額
	
	H21→22繰越ａ
	H22事業b
	交付金額　a+b

	(1)公共下水道
	27,585
	30,644
	58,229

	(3)特定環境保全公共下水道
	　　　　 9,485
	4,296
	13,781

	計
	37,070
	34,940
	72,010


　　※平成22年度完了事業(H21→22繰越分及びH22現年分)に対して交付
　　※平成22年度事業は、繰越率39.5％(平成21年度実績)にて算出
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
　　美しい自然環境を守るために
	２　これまでの取組状況


　県下の下水道普及促進を図るため、公共下水道事業を推進している市町村に対し、昭和44年度から県費による助成を実施。平成12年度より県費の継ぎ足しによる補助制度から本交付金制度に切り替えて助成を継続し、市町村に対して財政面での援助を行っている。
	３　これまでの取組に対する評価


　公共下水道の普及率は、昭和45年度末の14.3％から平成21年度末には68.8％まで上昇し、県内市町村の普及率の向上に貢献している。
　今後も普及率の低い町村部を中心に支援を継続していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	101,362
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	101,362

	要求額
	72,010
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,010

	決定額
	72,010
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,010


